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サウジ原油9カ月ぶり高値　8月積み　減産・米景気堅調で

輸入原油の上昇が続いている。日本の石油会社が長期契約で輸入するサウジアラビア産原油の8月積みの価

格は2カ月連続で上がり、9カ月ぶりの高値となった。自主減産による供給減や、原油需要の増加を見込ん

だ先物価格の上昇を映した。

日本が長期契約で輸入する原油は直接取引（ダイレクト・ディール=DD）原油と呼ばれる。代表油種「ア

ラビアンライト」の8月積み価格は前の月に比べて7.4%（6.22ドル）高い1バレルあたり89.71ドルと、22

年11月以来の高さとなった。

DD原油はスポット市場の代表品種であるドバイ原油とオマーン原油の月間平均価格に、油種ごとの需給を

映した調整金を加減して決まる。

8月のドバイ・オマーン原油の平均価格は1バレル86ドル台半ばと、7月比で8%近く上昇。調整金も引き上

げたため、アラビアンライトの上昇幅は22年5月以来の大きさだ。

サウジは7月から日量100万バレルの自主減産を始め、ロシアも8月から同50万バレルの輸出削減を実施し

ている。需要面でも「米連邦準備理事会（FRB）による利上げの打ち止めが景気を支え、原油需要が堅調

に推移するとの見方が広がっている」（エネルギー・金属鉱物資源機構=JOGMECの野神隆之首席エコノ

ミスト）。

米原油指標のWTI（ウエスト・テキサス・インターミディエート）は8月まで3カ月連続で上昇した。市場

では、サウジが10月も自主減産を続けるとの観測が浮上している。暖房需要が高まる冬に向け、一段の上

昇を見込む声が増えている。
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円安でガソリン最高値　補助金延長、国民負担の長期化も

資源エネルギー庁は6日、レギュラーガソリンの店頭価格調査の結果を発表する。円安の進行などで最高値

を更新するとの見方が多い。政府は9月末までとしていたガソリン補助金を、年末まで延長する方針だ。補

助の長期化は最終的に国民負担を長引かせ、脱炭素にも逆行するとの見方がある。

エネ庁は原則、毎週月曜に全国の給油所の店頭価格を調べ、水曜に発表する。8月28日時点の価格（全国

平均）は1リットル185.6円と、統計開始以降の最高値を15年ぶりに更新した。6日発表の価格（4日時点）

は、円安による原油の仕入れ価格上昇を映して「小幅に上がる」との見方が強い。

店頭価格上昇の背景には、ガソリンの原料となる原油価格の高止まりがある。アジア市場で指標となる中

東産ドバイ原油の価格は、8月28日時点で1バレル86ドル台半ばと6月初めに比べて21%高い。

産油国は減産によって原油相場を維持している。サウジアラビアは7月から続けている日量100万バレルの

自主減産を、9月も実施すると決めた。ロシアも9月の原油輸出を減らす方針を示した。供給懸念が意識さ

れ、原油相場の先高観は強い。

円安・ドル高の進行もガソリン価格を押し上げている。8月28日時点の円相場は1ドル=146円台半ばと、

約9カ月半ぶりの円安水準だ。原油は主にドル建てで取引する。円安によって輸入価格が上がれば、ガソリ

ンの価格にも反映されやすい。

政府が石油元売りに支給している補助金が、6月から段階的に減っているのも大きい。補助金は22年1月、

原油高によるガソリンや軽油、灯油などの価格高騰を抑えるために始まった。同年夏には1リットルあたり

40円前後を支給していたが、高騰が収まった現在の補助額は10円程度だ。

ガソリン高は家計の負担増加につながる。ニッセイ基礎研究所の斎藤太郎経済調査部長は、仮にガソリン

の価格が1リットル168円から195円まで上がり、そのまま1年間推移した場合、家計の年間負担増は総額で

8780億円に達すると試算する。

ガソリン価格の高止まりは特に地方の家計に響く。「自家用車を使う人が多い地方では、都市圏に比べて

負担が大きくなる」（斎藤氏）。製油所からの輸送距離が長い長野県や山形県、鹿児島県などでは、平均

価格がすでに1リットル190円を超えている。
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急激なガソリン高に対する批判を受け、政府は9月末に終了を予定していた補助金を年末まで延長する方針

を示した。10月中に全国平均のガソリン価格が1リットル175円程度になるよう、段階的に拡充する。13日

発表分以降の店頭価格は緩やかに下がるとみられる。

ただ、補助金によるガソリン価格の引き下げが経済活動に及ぼす効果は限られるとの見方も強い。石油製

品市場に詳しい伊藤リサーチ・アンド・アドバイザリーの伊藤敏憲代表は、仮にガソリン価格が10円程度

抑えられたとしても「一般消費者の負担額は月間で300〜400円の減少にとどまり、消費を喚起する効果は

ほとんどない」と語る。

補助金の長期化には副作用もある。ガソリン価格の高騰が需要を抑えたり、よりガソリン消費が少ない車

への買い替えを促したりする、自然な市場メカニズムの働きを抑える可能性があるためだ。

エネルギー経済社会研究所の松尾豪代表は「足元の高騰を考えると補助金の拡充はやむをえないものの、

補助金政策が長引けば最終的に国民自身の負担になる」とした上で「補助金の一部を再エネ・省エネ関連

の建設費に投じることで、将来的な光熱費低減につなげるべきだ」と指摘する。
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今週の原油相場は堅調か。産油国の減産を背景に原油需給の逼迫感が意識されている。

前週はニューヨーク原油先物が1バレル86ドル台まで上昇し昨年11月以来の高値を付けた。ロシアが8月31

日、石油輸出国機構（OPEC）プラスと、さらなる原油輸出削減で合意したと伝わった。ロシアは9月の原

油輸出量の削減の方針を既に決めており、10月以降も輸出減少が続くとの見方が買いを誘った。

ニッセイ基礎研究所の上野剛志上席エコノミストは「ロシアと足並みをそろえるサウジアラビアも日量

100万バレルの自主減産を10月も延長する見込み」とし、強い地合いが続くとの見通しを示す。

今週は原油の主要消費国である中国の景気指標も相次ぐ。5日公表の8月の非製造業購買担当者景気指数

（PMI）や7日の8月の貿易収支で中国景気の低調さが確認されると、相場の上値を抑える可能性がある。

２０２3年　9　月　4　日　　担当　ジョン

原油、需給逼迫感を意識
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ANA、再生燃料でのCO2削減量を荷主に割り当て

全日本空輸（ANA）は4日から航空貨物の荷主企業に、再生航空燃料（SAF、総合・経済面きょうのこと

ば）を使って減らした二酸化炭素（CO2）の削減量を割り当てるサービスを始める。国内の航空会社では

初めての取り組み。サプライチェーン（供給網）全体で脱炭素を進める。

航空貨物の利用が多い電子部品や医療、生鮮品分野の荷主企業の活用を見込む。

世界的な脱炭素の流れを受けて自社の直接排出だけでなく、「スコープ3」と呼ばれる取引先などの供給網

全体の排出量の削減まで投資家から求められていることに対応する。

SAFは従来のジェット燃料に比べてCO2の排出量を8割減らせる。ANAはSAFの利用によるCO2の総削減量

を算出し、貨物代理店などの仲介業者（フォワーダー）と荷主企業に対して第三者認証を受けた削減証書

を発行する。削減量の割り当てはフォワーダーと荷主企業が支払う金額に応じて決める。

国土交通省によると、国内の運輸部門のCO2排出量は国内航空が全体の5%を占める。ANAの2019年度の

CO2排出量は1200万トンで、うち3〜4割が航空貨物関連だ。
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